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本調査について 

KPMG中国と GS1香港は、YouGov社に 2 つの調査の実施を依頼しました。 

1 つ目の調査は、1,400人1の消費者を対象に大湾区2の 10都市で行われました。その狙いは、大湾区の消費者が自らを「スマートな消費

者」として認識する度合い、そして買い物で「スマート」なプラットフォームと決済方法を使用することに対する意識を理解することでした。さらに「スマ

ートリテール」の導入を進める上での現時点の問題と、先進テクノロジーが消費者にもたらしうる恩恵を把握する狙いもありました。その結果をもと

に、大湾区の小売業者が E コマース事業およびオムニチャネル事業を改善する機会を絞り込もうとしています。データの収集は 2018年 10月

22日から 25日にかけて行われました。 

2 つ目の調査は、香港の最高経営責任者（CEO）286人を対象に、「スマートリテール」とオムニチャネルのビジネスモデルを採用する上での問

題と機会について、彼らの見方を明確に理解するために実施しました。またいっそう顧客に寄り添ったアプローチの構築、企業成長戦略、最新の先

進テクノロジー活用トレンドについても調査しました。データの収集は 2018年 7月 30日から 9月 24日にかけて行われました。 

エグゼクティブサマリー 

世界最大級のスマート消費市場が中国南部で形成されつつあります。香港、マカオ、広州、深圳、その他珠江デルタの 7都市で構成され、

7,000万人が居住する大湾区では、買い物ニーズを満たすためにモバイル機器を利用する消費者が増えています。オンラインではアリババや JD

ドットコムなどのプラットフォームを介して商品を購入し、オフラインではデジタルウォレットを使用して支払いを行っています。 

                                                 
1
 香港の消費者 500人と中国本土の 9都市（深圳、広州、珠海、仏山、江門、肇慶、恵州、東莞、中山）の消費者各 100人を含む。 

2
 大湾区の数字は、香港および上記の中国本土の 9都市の数字を含む。マカオの消費者のデータはサンプルの規模が不十分だったため利用できない。 

2019年 5月 

 

China Management News  
（KPMG中国マネジメントニュース） 

スマートリテールを活用する（1） 

～大湾区の CEO と消費者の調査～ 
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ブランドの比較や商品の購入にモバイル機器を利用する消費者が増える中、小売業者は自らのオンライン・ツー・オフライン（O2O）の存在感を

評価して、顧客に到達する最善の方法を特定しようとしています。CEOは実店舗の費用効率だけでなく、自社のオンラインショッピングの体験を向

上させるには、どのような先進テクノロジーソリューションが最適であるかを慎重に検討しています。 

このモバイル中心の世界を牽引する要素を特定するため、上述の通り KPMG と GS1香港は YouGov社に 2 つの調査を依頼しました。加え

て、小売企業や小売業者を支援する企業ともいくつかのインタビューを行いました。 

その結果、大湾区全体、特に中国本土の都市で、人々は自らを他の都市よりもモバイル機器への依存度が高いスマート消費者として認識してい

ることが分かりました。また、中国本土で調査した消費者の半数超（56％）が、来年はオフラインよりもオンラインの支出額の方が多くなると思うと

回答しました。香港でさえ、5人に 1人が同様の回答をしました（18％）。 

CEOはデータアナリティクスに加えて、E コマースやロイヤルティプログラムで得たデータを解析して買い手に商品やサービスを勧める人工知能

（AI）を、オンラインの顧客体験を高める必要不可欠なツールとして認識していることが分かりました。調査した CEO の 46％が、競争力を高め

るために革新的なテクノロジーを開発、利用することはビジネスにとって必要不可欠だと回答しました。 

喜ばしい点として、現在、テクノロジーの価格が急速に下落し、利用もずいぶん容易になっていることが挙げられます。わずか 1、2年前、顔認識ソ

フトウェアや AI駆動型データマイニングアプリといったソリューションは、中小企業の多くにとって高価なものでしたが、現在は 1店舗のみを運営する

企業でさえ利用できるものになっています。 

同時に、間もなくオムニチャネルがスタンダードとなることが予想され、それが小売業者にとって大きなプレッシャーとなるでしょう。データプライバシーと

セキュリティはすでに、どの企業も対処しなければならない問題になっています。新たなイノベーションは、加速度的に取り込まれていくに違いありませ

ん。小売業者がオムニチャネルに舵を切る中、その転換は外部の供給業者との仕事のやり方に影響を及ぼしています。これには実店舗の仕入れ

を手助けし、オンライン注文に応え、商品の返品を管理する物流業者も含まれます。 

一方、我々の調査では、オムニチャネルから受ける恩恵の最大化を手助けしてくれる優秀な人材の獲得が、小売業者にとって大きな問題であるこ

とが分かりました。調査した CEO の半数以上（57％）が、オムニチャネルを導入する上での最大の問題として、人材不足を挙げています。いか

にしてデータを統合するか、そしてどのテクノロジーが最大のリターンをもたらすかの判断も大きな懸念となっています。 

さらに、特にミレニアル世代以降の消費者は、よりシームレスで透明性の高いショッピング体験を求めています。今日の若い購入者は、完全に統合

された決済と即時の配送を望んでいます。そして商品が持続可能な方法で作られたかどうか、商品にまつわるストーリーが自己のイメージに合って

いるかどうかなど、ブランドの由来や歴史に関する詳しい情報を知りたがる人も増えています。 

我々の調査結果からは、商品の信頼性と持続可能性を保証する

網羅的な取り組みが、消費者のブランドに対する信頼の構築に大

いに役立つという点で、CEO と消費者の意見が一致していること

が示唆されました。ブロックチェーンなどの先進テクノロジーは、消費

者にとって E コマースの透明性向上に向けて道を開き、企業と消

費者の双方がサプライチェーンを通じて、商品のライフサイクルを追

跡することを可能にするでしょう。一方、小売業者は、コストとリスク

を削減しながら、カスタマーサポートや消費者の宅配に対する高ま

るニーズに応えるために、シェアードエコノミー業者を活用するように

なっています。 

利用可能なコスト効率性の高いテクノロジーと新たな働き方を組

み合わせることで、CEOは今日のスマート消費者の潜在購買力

を活用しつつ、混乱を避け続けることができるのです。 

 

Anson Bailey 

KPMG 中国 

ASPAC コンシューマー＆リテール

責任者、香港テクノロジー責任者 

Anna Lin 

最高経営責任者 
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大湾区のスマートリテールを把握する 

消費者はかつてないほどの金額をオンラインで費やしています。中国本土では、調査した人の半数超が、オンラインでの支出を増やす予定であり、

翌年はオンラインの支出がオフラインでの支出を上回る見通しだと回答しました。香港では、5人中 1人が同様の予想を示しました。 

こうしたトレンドを牽引しているのは、新たな決済方法と配送・物流のテクノロジーの進化、サービスのカスタマイズの拡充です。とりわけ、企業がオム

ニチャネルでの提供の拡大に力を入れ、オンラインとオフラインを複雑に組み合わせた方法で顧客に販売していることが影響しています。 

企業にとって、テクノロジーに精通した買い物客の利便性、価値、体験へのニーズを満たすことが課題になっています。これによって、絶えず実験を

行い、機敏に対応することが求められるでしょう。すなわち、企業がオンラインと実店舗で収集することのできるデータの流れを活用する新たな方法

を見つけて、これまで以上に個々に適した商品とサービスを提供することが求められるのです。 

よりスマートな将来に向けて 

大湾区全域において、消費者は、テクノロジーによって自分たちの暮らす都市がよりスマートになるとの高い期待を持っています。調査した人の約

半数（47％）は、省エネや持続可能といった分野でスマート環境施策が実施されると予想しています。また、多くの消費者（47％）は、都市

での暮らしやすさを向上させるものとして、サービスロボット（人工知能＜AI＞、スマートセンサー、モノのインターネット＜IoT＞）の利用拡大を挙

げました。 

 

香港では、最も大きく期待されているのは新たな決済方法に関することです。このことは、大半の小売取引に現金を使用するという同都市の長年

の習慣が、2016年半ばに初めて認可された E ウォレットサービスの定着に伴い、ついに廃れつつあることを示唆します。中国本土の企業が運営

する決済システム、特にアリババのアリペイやテンセントのウィーチャットペイが、香港での E ウォレットシステムの普及を促進し続ける中、こうしたトレ

ンドは継続するでしょう。 

調査対象となった中国本土の 9都市では、消費者はスマートシティの構築を牽引する主な要素として、センサーと AI の利用拡大（48％）、よ

り環境にやさしいエネルギーとシステム（48％）を挙げました。また都市の発展で重要な役割を果たすものとして、ドローンや自動運転車などのス

マート輸送を挙げました（46％）。 

【図表 1】消費者：今後 2年でスマートシティの構築を牽引する主な要素 

スマート環境 
（省エネ、持続可能性…） 

サービスロボット（AI、スマートセンサー、
IoT機器の利用拡大） 

スマート輸送 
（自動運転車、ドローン） 

e-ID 

新たな決済方法 

e ヘルス 

自動化店舗 

テクノロジー／ 
通信基盤 

大湾区 香港 中国本土※ 

*中国本土の都市には広州、深圳、珠海、仏山、江門、肇慶、恵州、東莞、中山の 9都市が含まれる。 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018年 
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スマート消費者とは 

大湾区全域で、人々は自分たちのデジタル機器を使用する能力にかなりの自信を持っています。 

調査対象になった中国本

土の 9都市では、83％が

自分たちの都市が、テクノロ

ジーの利用に関して地域内

の他の都市よりもスマートで

あると回答しました。地域

内の他の都市よりもスマート

ではないと回答した人はわ

ずか 2％でした。 

中でもスマート消費者として

の自信が最も高かった都市

は珠海（91％が大湾区

内の他の都市よりもスマート

だと回答）で、深圳

（87％）、江門、中山、

肇慶（83％）が続きまし

た。広州は 77％と、中国

本土の平均を下回っていま

した。 

香港での割合はかなり低い

42％でした。20％の人が

香港は大湾区の他の都市

よりもスマートでないと回答

し、32％が同程度にスマー

トと回答しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2】消費者：大湾区の他の都市と比較して、あなたの都市の消費者はス
マートですか？ 

*中国本土の都市には広州、深圳、珠海、仏山、江門、肇慶、恵州、東莞、中山の 9都市が含まれ

る。 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018年 

大湾区の他の都市よりもスマート 

大湾区の他の都市と同程度にスマート 
大湾区の他の都市よりスマートでない 

わからない 

大湾区 中国本土※ 

肇慶 

東莞 

広州 

江門 

恵州 

香港 

仏山 

深圳 

珠海 
中山 
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消費の場は引き続きオンラインに移行 

中国全域で、人々はかつてないほどオンラインで買い物を行っています。2018年 11月 11日の独身者の日には、アリババはウェブサイト販売で

総売上高 308億米ドルを記録し、過去の売り上げ記録を再び塗り替えました。2017年は 253億米ドルでした3。競合の JD ドットコムの売上

高は 230億米ドルで、前年対比 27％増加しました4。 

こうした E コマースの継続的な売り上げ増加の影響は、オフラインと比べてオンラインでの支出が増え続けるとの消費者の予想に反映されていま

す。大湾区では、中国本土における調査対象者の 56％が、向こう 12 カ月でオンライン支出が増加し、オフラインでの購入額を上回る見通しだ

と回答し、また調査対象者の 36％が、オンラインでの購入額が増加し、オフラインでの支出とほぼ同額になる見通しだと回答しました。オンライン

消費が増加しないと回答した人はわずか 3％でした。 

ほとんどの家から徒歩数分以内に様々な実店舗がある香港でさえ、調査対象者の 18％が向こう 12 カ月でオンライン支出がオフライン支出を上

回る見通しだと回答し、46％がオフライン支出とほぼ同程度にまでオンライン支出が増加すると回答しました。 

このことは、実店舗の便利さにもかかわらず、特に小売業者が刺激策を強化し、オンライン決済が簡単になっている中で、香港の消費者の姿勢が

変わりつつあるかもしれないことを浮き彫りにしています。 

 

クリックして購入する動機の拡大 

大湾区全域で、オンラインでの購入に対して魅力を感じる大きな理由として、E コマースの利便性と低価格で提供する潜在力が挙げられました。 

香港では低価格の魅力が大きく、調査対象者の 40％が、特別セールが携帯電話やコンピューターを通した購入を増やすきっかけになると回答し

ました。さらに多くの消費者（49％）が、送料や他の配送費の免除がオンライン通販の後押しになると回答しました。 

                                                 
3
 アリババ・グループのプレスリリース、2018年 11月 12日 https://www.alibabagroup.com/en/news/article?news=p181112 

4
 JD ドットコムの企業ブログ、2018年 11月 12日 https://jdcorporateblog.com/shoppers-snap-up-quality-and-imported-products-on-jd-

com-for-record-breaking-singles-day-festival/ 

【図表 3】消費者：来年はオフライン支出や従来の支出と比べて、オンライン支出を増やすつもりですか？ 

はい、オフライン支出や従来の支出よりも、オンラインでの支

出額の方が多くなります 

はい、オフライン支出や従来の支出と同じくらい、オンラインで

支出するつもりです 

はい、オンラインでの支出額は増えますが、オフライン支出や

従来の支出よりは少なくなります 

いいえ、オンラインでの支出額は増やしません 

大湾区 香港 中国本土※ 

*中国本土の都市には広州、深圳、珠海、仏山、江門、肇慶、恵州、東莞、中山の 9都市が含まれる。 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018年 
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中国本土の都市でも、低価格はオンライン支出を増やす大きな動機の 1 つとして挙げられましたが、その割合は低くなっています。価格を挙げた

人は調査対象者のわずか 30％と、利便性や時と場所を選ばずに買い物できることを挙げた人の割合（35％）を下回りました。 

安心感も重要な要素です。中国本土の調査対象者の 28％が、オンライン決済を安全かつ便利な方法と見なしていると回答しました。オンライン

セールなどの割引情報が電子メールや他のメッセージで送られてくることも購入を増やす動機になると答える人は 27％で、返品や返金のプロセス

がシンプルであることを挙げた人は 23％でした。 

 

CEOは、新たな決済方法が香港にとっての大きな牽引要素だと認識 

香港の CEOは、同都市のテクノロジー基盤の進化が、今後 2年でスマートシティ、そして「スマートリテール」への野望を実現する主な要素になる

と見ています。 

調査した CEO の 53％が、新たな決済方法が香港のスマートな発展を後押しすると回答しました。これはおそらく、香港金融管理局が 16 の E

ウォレットを認可し、2018年 9月にファスター・ペイメント・システム（転数快・FPS）の運用を開始したことに関係しているでしょう。FPS は電子

メールアドレスや携帯電話番号、QR コードを使用した、銀行とストアードバリュー型電子マネー間の即時振り込みを可能にするものです。21 の銀

行と 10 の E ウォレットプラットフォームが FPS に参加し、オンラインとオフラインの業者が香港ドルまたは人民元での支払いをシームレスに受け取る

ことが可能になりました5。 

                                                 
5
 香港金融管理局 ファスター・ペイメント・システム（転数快・FPS）の運用開始に関するプレスリリース、2018年 9月 17日

https://www.hkma.gov.hk/eng/key-information/press-releases/2018/20180917-3.shtml 

【図表 4】消費者：オンライン購入を増やす動機 

大湾区 香港 中国本土※ 

*中国本土の都市には広州、深圳、珠海、仏山、江門、肇慶、恵州、東莞、中山の 9都市が含まれる。 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018年 

商品の限定版や特別版がオンラインで購入できる 

オンライン決済はより安全で便利である 

特別割引がオンラインで適用される 

配送時間の見積もりがより正確である 

翌日出荷・配送が可能である 

海外のブランドやショップの商品が購入できる 

発送・配送料が無料である 

返品・返金のプロセスがシンプルである 

商品追跡情報が入手できる 

アフターサービスやカスタマーサポートが優れている 

 
利便性が高く、時と場所を選ばずに買い物できる 

メール等で送られる 

オンラインで購入するつもりはない 
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新たな決済方法のほか、CEO にとって重要な点として、適切な通信や他のテクノロジーの基盤（47％）、スマート環境に必要な省エネ・持続可

能性のメカニズム（43％）が挙げられます。 

サービスロボット、E ヘルス、自動運転車、ドローンといった具体的な牽引要素は、その次に重要なものだと考えられています。しかしながら、自動化

店舗が優先課題だと回答した CEOはわずか 4人に 1人でした（25％）。 

 

CEOはカスタマージャーニーとユーザー体験を重視 

スマートな将来に向けて、自社が優先して準備すべきものでは、香港に拠点を置く CEO の間ではカスタマージャーニーの強化が 1位となり、調査

対象 CEO の 45％がこの項目を選択しました。僅差で 2位となったのは顧客ロイヤルティプログラムの深化が 43％で、3位は 39％が選択した

事業のオンライン化でした。これはおそらく、香港の消費者による E コマース導入のペースがやや遅れていることを反映しているのでしょう。 

決済選択肢の多様化は 7％で最下位となりました。ここから、新たな決済方法が香港のスマートコマースを牽引する重要な要素と考えられている

一方で、企業はこうしたシステムの管理でほとんど困難に直面することはないと予想していることが示唆されます。またセキュリティとデータプライバシ

ーの強化も 17％と下位にランクインしました。 

この結果から、企業は顧客体験の改善が、価格に敏感で、増え続ける選択肢の中から E コマース業者を選ぶことのできるオンライン顧客を維持

する方法だと考えていることが分かりました。 

【図表 5】CEO：今後 2年でスマートシティ開発を牽引する主な要素 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018年 

新たな決済方法 

テクノロジー・通信基盤 

 

スマート環境（省エネ、持続可能） 

 
サービスロボット 

（AI、スマートセンサー、IoT機器の利用拡大） 

 
e ヘルス 

スマート輸送（自動運転車、ドローン） 

 

e-ID 

自動化店舗 

 

その他 
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【図表 6】CEO：来年の最優先ビジネス課題 

出所：KPMG および GS1 による調査分析、2018年 

カスタマージャーニーと顧客体験の改善 

 

顧客ロイヤルティプログラムの深化 

オンラインと E コマースへの移行 

複数のチャネルにまたがる一貫したブランド体験の創出 

商品配送の選択肢の強化 

デジタルプラットフォームでの広告・メディア露出への投資 

モバイルコマースの確立 

サイバーセキュリティとデータプライバシーの強化 

決済の選択肢の多様化 

その他 

【図表 7】デジタルトランスフォーメーションと成長との相関関係 

出所：KPMG「ノーマルでないことがニュー・ノーマル：破壊を事業に活かす」2018年 8月 

予想増収率 初級者 中級者 リーダー 

今年 

2020年まで

 

予想増益率 初級者 中級者 リーダー 

今年 

2020年まで
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香港小売業界のオムニチャネル状況についての紹介 

 

 

Simon Hui 

ecHome最高経営責任者 

香港の若い世代はオンラインでの購入を増やしていますが、ecHome の最高経営責任者 Simon Hui氏は、実店舗での小売りが同都市の小

売産業で重要な役割を果たす状態がしばらく続くと考えていると言います。 

「香港は他の場所とずいぶん異なります」と Hui氏は説明します。「人々が週に 1度、車でメガストアに買い物に行き、数十年前から通信販売が

存在する米国や欧州と違って、香港では外に出るだけで物が買えます。香港は人口密度が高く発展が進んだ都市なので、必要なものは何でも

15分以内に手に入れることができるのです。」 

E コマース対実店舗：香港のジレンマ  

Hui氏は会社立ち上げ直後の 2000年に、ブランド物の家電製品と日用品をウェブサイトで実験的に販売してみたことがあります。その試みは 1

年後に中断。小売りチェーンに商品を供給するという本来の事業を継続し、後に自社の実店舗を開設しました。2011年に最初の 4店舗をオー

プンした ecHomeは現在香港全域に約 30店舗を構えるまでになりました。Hui氏は店舗数を来年までに 35、2020年までに 40 に増やす

計画です。 

小売チェーンの基盤を確立した後、Hui氏は 2012年に香港の E コマース市場に再び参入しました。現在は自社のウェブサイト

echome.com.hk とオンラインマーケットプレースの HKTVmall を通じて、オンライン通販を行っています。 

また ecHomeは昨年、国際的な E コマースプラットフォームを立ち上げました。現在は JD ドットコムと小紅書で中国本土向けに商品を販売して

います。さらに東南アジアでは人気の高いラザダと Qoo10、英国、オーストラリア、米国ではアマゾンとイーベイを通じて販売しています。 

Hui氏は、国際的な E コマース事業が好スタートを切ったと話します。全売上のうち海外のオンライン販売が占める割合は昨年の 1％から 6％に

上昇しました。同氏は「国際的なプラットフォームの多くは我々の成長率の高さに感銘を受け、我々を将来の売上トップ企業と認識しています」と

説明し、「来年は 10倍に増えると予想しています」と話しました。 

オンラインでの存在感を高める利点とリスク  

オンライン販売が ecHome の売上全体に占める割合が増え始める中、Hui氏はオンライン販売を押し上げる可能性のあるテクノロジーソリューシ

ョンに注目しています。 

例えば同社は、買い手と売り手の両方で紙の削減を可能にするだけでなく、顧客満足度を上げるために、デジタルのレシート、保証書、マニュアル

を提供する方法に注目してきました。 

「販売、カスタマーサービス、メンテナンスとサポートを含むすべてが電子的につながると、全体的な体験が豊かになって、顧客に持続的な影響を及

ぼす可能性が多く生まれます」と Hui氏は語りました。 

しかしながら、こうした投資は、特に導入がよく練られた顧客獲得計画で支えられていない場合は、リスクを伴います。 

「複数の機能を提供することは簡単ですが、どの企業にとっても顧客にアプリをダウンロードさせること、とりわけ顧客にアプリとの関わりもたせることは

困難です。」 
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Hui氏は、顧客の要望が大きくなっている時期には、高い開発コストが新たなリスクになると付け加えました。「インターネットの台頭で、商品の購

入前に情報を集めることがずいぶん簡単になりました。同時に、ソーシャルメディアによって不満を共有することも簡単になっています。」 

このような要素にもかかわらず、オムニチャネルマーケティングには国内の O2O プラットフォームだけでなく、国際的なオンライン販売のプラットフォーム

にも顧客を引き付ける大きな可能性があると Hui氏は語ります。 

Hui氏は、オムニチャネルマーケティング戦略の恩恵は明確だとし、その理由として香港や中国本土、海外のテクノロジーに精通した若い世代の消

費者が、より自身に応じたブランドとの関係を求めていることを挙げました。 

「買い物客によりカスタマイズされた体験を提供する利点は明確です。最大の利点は、そうすることによってお客様と密接なつながりができることで

す」と Hui氏は話しました。 

 

 

 

テクノロジーを中国における急速な事業拡大に活かす 

 

 

Kevin Orr 

穏健医療グループ・全棉時代 

グループバイスプレジデント兼最高投資責任者 

中国の新たな小売市場に非伝統的なプレーヤーが参入していますが、彼らにとって必要なことは、新たなビジネスラインを成長させる中で統合的な

戦略を取ることです。オンラインとオフラインでテクノロジーソリューションを活用することは、急拡大の時期に企業が軌道を維持するのに役立ちます。 

穏健医療グループは 1990年代に貿易会社として創業し、後に包帯などの医療消耗品の製造、研究・開発、流通、中国から世界に向けた輸

出を行う総合的なサプライ・バリューチェーンになりました。その後、独自のコットン不織布から作られた様々な製品の開発を経て、日用医療品に係

る小売事業に参入しました。2009年には、消費者向けの日用コットン商品シリーズのブランド、全棉時代を立ち上げました。 

当初、全棉時代の売上はほとんどオンラインで発生していました。しかしながら、実店舗数の急増に伴い（2016年に開設した 100店舗から現

在は中国 40都市以上に 185店舗）、オンラインとオフラインの売上はほぼ同じになっています。 

エンドツーエンドでテクノロジーを活用 

穏健医療グループのバイスプレジデント兼最高投資責任者である Kevin Orr氏は、ビジネスのあらゆる側面にテクノロジーを適用したことが、事

業拡大の取り組みに大いに役立ったと話します。 

大半の業務の基盤となっている、中国中央部のスマート倉庫では、同社はすでにパレットの移動にロボットを使用しており、効率化のために今後も

自動化テクノロジーを導入することを目指しています。また、同社は常に、コールセンターで顧客からの質問に対処するチャットボットなど、人工知能

（AI）テクノロジーの検討と改良を必要に応じて行っています。 

スタッフの訓練のために、同社は E アカデミーのプラットフォームを開発しました。このオンラインプラットフォーム上で、誰もが個々の体験と商品知識を

学んで全社的に共有できるようになっています。 

実店舗でも、同社はデジタルソリューションの検討を行っています。その一例が、電子価格タグシステムの検討です。このシステムによって、スタッフが

手で価格タグを変える必要はなくなります。またスマート価格設定システムのテクノロジーは、特別セールの価格や販促に合わせて、特定の店舗ま

たは全店舗で関係する全ての商品情報を即時に更新することを可能にします。 
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こうしたデジタル小売ソリューションを、同社の在庫管理やサプライチェーンとつなげて、在庫を大幅に圧縮したり、業務リスクを削減したりすることが

できると Orr氏は説明します。 

「今日の O2O オムニチャネル販売と在庫管理は、先進テクノロジーやビッグデータ分析に大きく依存しています。スマートシステムを使用しなけれ

ば、正確な判断を下すことが難しくなります」と Orr氏は話しました。 

倫理的な方法で顧客データの恩恵を最大化 

数百万人の会員で構成されるロイヤルティプログラムを通して、全棉時代は消費者の購入データやその他のビッグデータを分析し、販売トレンドが

地域によってどう異なるかを確認することができます。そして、こうして得た考察を新商品ラインの構想や、店舗のマネジャーが特定の顧客ニーズに

応えるのに用いることができます。 

今後、全棉時代は顧客とのデジタルでのつながりを強化することも目指すと Orr氏は説明しました。これまでも顧客はオンラインでの注文のほか、

店舗で実際に触れて、商品がフィットし良い感触かどうかを確認することができました。現在、同社では、デジタルクーポンやその他の個別のお得情

報と組み合わせた追加購入の提案など、買い物客と交流する方法を検討しています。 

Orr氏は、こうした取り組みの 1 つの目標が、消費者とブランドの双方が受けるデジタル化された世界の恩恵を最大化することだと説明します。「そ

のために多くの資源をテクノロジー、すなわち人工知能をデータの発掘に利用し、顧客についてより詳しく知るために拡張現実とバーチャル・リアリティ

を調査することに投じています。」 

もう 1 つの目標は、顧客洞察を高機能で高品質な製品づくりに活用することです。小売業者が顧客のデータプライバシーへのニーズと、自らの顧

客洞察へのニーズとの適切なバランスを維持する場合、より優れた的確な判断ができるようになると Orr氏は話します。 

「多くの人は個人データの共有をリスクと見ています。私は個人データの正しい共有は、状況を説明して同意を得た場合に、物事の動きをよくする

道を開くと考え、その結果人々はよりスマートに買い物ができるようになると見ています。」 

今回は、大湾区のスマートリテール、新たな決済方法、デジタル機器を普通に使いこなすスマート消費者、オンライン消費、カスタマージャーニーと

ユーザー体験、オムニチャネル、テクノロジーの活用についてご紹介しました。次回は、大湾区の消費者、ユーザーエクスペリエンス、ロイヤルティプロ

グラム、ブランドに対する期待、今後の成長戦略、タレント不足という課題についてご紹介します。 

 

以上 

（みずほチャイナマンスリー 2018年 5月号に掲載） 
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